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規制緩和後，生活交通を確保する役割は自治体が負うこととなった．公共交通を，自治体の生存権保障

の一手段と位置付けるならば，自治体には生活に必要な最低限度の公共交通を特定して維持することが求

められる．しかし，実際には，収支率や利用者数を指標に一定の利用度のある公共交通を維持するという

考え方や，地域住民の努力を公的補助の条件とする考え方を採る自治体が少なくない．本研究は，自治体

の政策文書やそれに影響を与えた専門家の文献を分析することを通して，それらの議論がコミュニティバ

スブームの時代的制約も受けてミニマム保障のための公共交通と追加的な利便性向上のための公共交通と

を概念的に区別してこなかった問題があることを指摘するとともに，このことが自治体によるミニマムな

公共交通の特定と保障という政策目的を希薄化させている可能性があることを明らかにした． 

     Key Words: rural public transportation, transportation policy in Japan, public transportation, universal 

service 

1. はじめに 

 

需要密度が低いために採算ベースでは公共交通が供給

されず，交通混雑問題が重要でないために混雑緩和の見

地からの公共交通への公的補助が正当化できないような

郊外・中山間地域においては，マイカーを自由に活用で

きない交通弱者の生活の足の確保が地域の課題となって

いる． 

日本においては，20 世紀末まで旅客運輸業は自然独

占型規制のもとにおかれ，参入退出規制＋内部補助によ

って不採算バスネットワークの維持を図ってきた．しか

し，不採算サービス維持手法としての効果と効率の低さ，

参入退出規制によるサービス革新の阻害などの問題があ

ることから，2002 年に需給調整規制が廃止され，参入

促進＋外部補助の仕組みに改められた．ここにおいて，

確保すべき不採算サービスについては，公的部門がその

範囲やサービス内容を決定し，資金を負担する必要が生

じた． 

日本の公共交通は独立採算原則に基づいており先進国

としては例外的だとの指摘がなされることが多い（寺田
1）が指摘するように）が，実態とは必ずしも符合しない．

低密地域において公的補助が無くては供給されない地域

の足については「生活路線」「生活交通」と定義され，

需給調整規制時代の 1966 年にはすでに国庫補助制度が

創設されているほか，2002 年の需給調整規制廃止にあ

たっては，地方財政措置が大幅に拡充される形でセーフ

ティネットが構築されている（必要最低限度の生活の足

を，以後，より一般的に「生活支援交通」と呼ぶ）．ま

た，生活支援交通領域は，都市部の公共交通に比べて政

策目的が明確であり，構築すべきネットワークが単純で

あるため，公共交通への公的関与に関する先行領域とな

りやすい．都市部の自治体においては公共交通運営費補

助を支出するべきかどうかがまだ議論される場合がある

が，過疎自治体は 20 世紀から民営バス廃止問題に直面

して廃止代替バスを走らせる経験を積んできた．「生活

交通」向けの財政措置を用いてコミュニティバスの運行

に取り組んだ自治体も多い．仮に都市公共交通について

公的関与に対する示唆を得ようとする場合でも，生活支
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援交通領域において先行してきた公的関与の経験と到達

点を参照することが欠かせないと考える． 

一方，規制緩和直後は地方自治体の総合行政の一環と

して取り組まれてきた生活支援交通の運営が，2007 年

～2011 年以降，主に地域公共交通活性化再生法に基づ

いて取り組まれるように変容してきた．地域公共交通活

性化再生行政は，運用と制度改正の展開を経る中で，法

律制定の 2007 年当時に比べて多くの政策目的を抱え込

む複雑な趣旨の領域に変化しており，政策形成に直接関

与することのない専門家や市民にとっては枠組みや個々

の制度趣旨が見通しにくい状態にある．土木計画学の分

野でも，補助金付き公共交通について個別の政策手段に

関する研究や実践が積み上げられているが，地域公共交

通活性化再生法のもとで政策目的が見通しづらいために，

異なる政策目的と手段の対応付けという全体像を踏まえ

た各学説間の議論は低調で，学説の発展は必ずしも十分

ではない．政策や学説の枠組みのわかりにくさから，隣

接分野の研究者からの議論に晒される機会も十分ではな

い． 

本論文は，規制緩和後の自治体の生活交通維持という

政策課題に依拠して自治体の任務を改めて整理するとと

もに，2002 年頃～現在にかけて相互に関係しながら発

展してきた「学説」と「自治体の公共交通維持に対する

姿勢」の展開を，不採算な公共交通の中の領域の違いに

着目して跡付けることで，生活支援交通ひいては不採算

な公共交通に関する学説と実践の全体像を提示し，今後

の学説と実践の発展の一助とすることを目的とする．土

木計画学研究委員会内外の学術的議論を促進するきっか

けとなることもめざしている． 

手法は次の通りである． 

まず，既存研究から，生活支援交通領域において公的

部門が求められる役割と，他行政分野と比べたときの公

共交通分野の特殊性を改めて整理する．また，不採算な

公共交通の領域区分を提示する（2章）． 

その次に，2 章に照らしながら，国・自治体の公共交

通維持に対する姿勢を整理し，考察する（3 章）．具体

的には，国・自治体が持つ公共交通維持基準から，当該

機関の公共交通維持に対する姿勢を見出す．  

ついで，国・自治体の公共交通維持に対する姿勢に影

響を与えた，公共交通の維持や運営・活性化に対する主

な学説を整理し，生活支援交通領域に照らして考察する

（4章）． 

最後に，不採算な公共交通の中の領域の違いに着目し

て，学説の展開を考察する(5章)． 

 

 

 

2. 生活支援交通の確保に関して自治体が求めら

れる任務 

 

既存研究から，生活支援交通領域において公的部門が

求められる役割と，他行政分野と比べたときの公共交通

分野の特殊性を整理する．また，不採算な公共交通の領

域区分を提示する． 

(1) ミニマムサービス一般における政府部門の役割 

a) 社会的合意に基づく社会的相互扶助 

多くの先進国では，政府の役割は自然権の保障にとど

まらず社会権の保障にもわたると合意されており，日本

では憲法第 25 条生存権規定などとして明文規定されて

いる．市場ベースでは供給されないが社会的に必要なサ

ービスについては，社会的相互扶助として，社会的な合

意により費用負担水準と保障対象サービス・給付水準が

決定されるとともに，専門家や実務家によりそれを費用

効率的に実現する手法も定められる． 

社会保障や教育と異なり，ネットワーク産業において

は，事業者に対する独占権の付与と引き換えの供給義務

という形でミニマムサービス確保が行われる場合も多い

が，法律に基づいてミニマムが特定されて事業者を介し

て所得移転が行われているという点で本質は変わらない．

ネットワーク産業のミニマムサービスは特に「ユニバー

サルサービス」と称されることが多い． 

自然権との違いは，社会権はその保障のために費用が

必要であり，負担と給付の水準は社会連帯と相互扶助を

背景とした社会的合意形成に基づくものでなければなら

ないという点である．日本には「交通権」の法制化を求

める運動体もあるが，「交通権」との問題設定の下では

不採算な交通に関する負担と給付の水準に関する検討は

あまり見られず，権利のとらえ方が異なる． 

b) 補完性原理 

国と地方，住民との関係を規律する原則として，補完

性原理が支持されているが，それに基づけば，国は国全

体のミニマム水準を定めることが求められ，地方や住民

は，自らの負担でより高い水準のミニマムサービスを供

給するかどうかを判断することが求められる（小学生以

上の医療費3割負担に対して，財政に余裕のある自治体

が医療費無料とする場合があることを想起されたい）． 

c) 依拠する公正概念 

政府の公的支出は通常，効率性と公正のどちらかを満

たす目的を持っている．公正を満たす目的の支出におい

ては，さらにその公正を最も効率的に満たす政策手段が

採択される． 

土木計画学にとってなじみ深い大型公共事業の費用便

益分析は，主に効率性を扱っている．都市公共交通につ

いても，「道路建設をするよりも公共交通を増便したほ

うが安価に道路混雑問題を解ける」というように，効率
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性の面から公的支援が正当化される場合が多い． 

一方，低密地域のミニマムサービスは，採算が取れな

いのはもちろんのこと，便益／費用を集計しても 1以上

にならないことが想定される．この領域では，効率性で

はなく，公正に依拠して政策決定する必要がある．「正

便益不採算」や「クロスセクター効果」から地方の公共

交通の存続を肯定しようとする議論には限界がある． 

 ミニマムサービスの供給範囲と負担を考える際の経済

的公正概念について，寺田2）に基づいて整理する．類似

の整理に谷本・喜多3）がある． 

 まず，帰結的公正概念と，手続き的公正概念に大別で

きる．帰結的公正概念のうち，判定を効用の大きさによ

り行うものが効用アプローチ，それ以外が非効用アプロ

ーチである．経済学で伝統的な厚生主義は，効用アプロ

ーチである．厚生主義には，可測性・個人間の比較可能

性（集計問題）・貧窮者のニーズの切り下げ追認の問題

がある．非効用アプローチ（基本財アプローチ）の代表

格として「最悪のケースがいちばんマシなものを選ぶ」

というマキシミン原理があるが，基本財の正確な特定に

難しさがあるほか，基本財の活用能力が乏しい場合への

考慮を欠く．Sen の潜在能力アプローチは，潜在能力に

より公平性を考えることにより，厚生主義や基本財アプ

ローチに対して魅力的な代替案を提示している． 

手続的公正は，多くの選択肢から自ら選び取ることの

効用を重視するものであり，理想形は満場一致の同意と

なる． 

(2) 生活支援交通確保に関する自治体の役割 

前節ではミニマムサービス一般における政府部門の役

割を述べたが，本節ではさらに生活支援交通の確保とい

う固有の行政領域における自治体の役割を整理する． 

日本の旅客運輸業の分野では，岡野4）らの主張により，

イギリスに範をとった「参入促進（路上競争）＋空白サ

ービス公共調達」型の規制緩和が行われた．ここにおい

て，公共交通サービスは，まず商業ベースでの参入が想

定され，その後に商業ベースの参入では満たされないが

社会的に必要なサービスを自治体が「ギャップ」として

把握して公的資金で確保することが求められる（規制緩

和政策の今一つの形式は，行政がネットワークをすべて

決定し，受託競争を促進するというものである）． 

社会的に必要だが商業ベースでの参入では満たされな

いサービスを見出すためには，自治体が「社会的に必要

なサービス」の定義を明確にしておく必要がある．「社

会的に必要なサービス」は，都市交通政策の要請を含む

こともあるが，生活支援交通領域としては住民にあまね

く保障される最低限度のサービスを含むものである必要

がある．さらには，供給される公共交通サービスではな

く，公共交通サービスによって可能になる活動機会（生

活機能）（谷本・喜多5））でミニマムが定義されること

はより好ましい． 

ミニマム水準の決定は，必要経費とセットであること

は言うまでもない．以上の内容は，寺田6）喜多7）も類似

の整理を行っている． 

規制緩和前後で，自治体と事業者の関係性が大きく変

容していることを述べる．規制緩和前は，既存事業者に

は独占エリアの永久フランチャイズが与えられていたた

めに，自治体は事業者を選ぶ余地がほとんどなかった．

事業者の路線廃止やサービス削減に対して自治体ができ

ることは陳情や要請に限られた．同時に，事業者が路線

廃止をする場合には運用上自治体の同意が必要とされた

ため，自治体は「なるべく事業者が退出しないようにす

る」という形で問題を先延ばしすることができた．規制

緩和前は，不採算サービス維持の責任を自治体が背負わ

されることもなかったし，仮に背負っても自治体の取れ

る政策選択肢は少なかった（ただし，地方バスの第三種

生活路線については，規制緩和後に近い性質があった）．

規制緩和後は，退出規制が緩和されたため，事業者は事

前申し出さえすれば退出できるようになった．このよう

な退出規制のもとでは，路線退出後の代替交通確保の責

任はおのずと自治体に帰着する．同時に，参入規制が緩

和されたために，自治体は従来のエリア独占既存事業者

に頼らずとも，新たな事業者を施策実施者として選べる

ようになった．規制緩和は，地方分権の意味も有してい

た．ただし，JR については国鉄改革の関係から退出規

制緩和の例外扱いとされた． 

規制緩和によって自治体が事業者を選べるようになっ

たことで，不採算サービス維持と既存事業者支援とを切

り分けられるようになり，より効率的な行政支援が可能

となった．これら，需給調整規制廃止による自治体・事

業者関係の変容や自治体に課せられた任務については，

竹内8），加藤・福本9）が詳しい． 

(3) 交通分野のミニマム保障の対象を交通機関配置に置

くべきではないことを強調する立場 

一般に，交通分野のミニマム保障の議論においては，

公共交通機関の存廃そのものに注目が集まる傾向が高い．

抱えるインフラの大きいローカル鉄道の存廃には，局地

的な話題にもかかわらず多くの人の注目が集まることが

典型である． 

しかし，生活支援交通は本来，移動手段によって一定

の生活行動ができることに政策的意義があるのであり，

移動によらずに達成できる場合や，他の交通手段で達成

できる場合も想定する必要がある． 

この点を強調するものに喜多10）の一連の成果がある． 

一方で，行政は自らの組織の所掌範囲を意識して行動

するものであり，交通手段のサービスの外形から離れた，

住民の活動機会に着目したミニマム基準は抽象化するこ

とが避けられず，かえって個別の行政部門への拘束力が
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弱まる可能性がある．現実との折り合いも必要だと考え

られる． 

(4) 供給範囲を限定することの正当化可能性 

(3)において，自治体は住民にあまねく保障される最

低限度のサービスを特定することが求められると述べた．

しかし，移動の保障に莫大な費用がかかるような遠隔で

孤立した地域に住む個別住民をもカバーすることは納税

者から受容されない可能性がある．また，憲法で居住・

移転の自由が保障されていることから，遠隔で孤立した

地域に住むかどうかは個人の判断とみることもできる．

これらにより，生活支援交通の供給範囲を限定すること

は正当化される可能性がある．このことを議論したもの

に喜多11）がある． 

具体的には，集落人口で供給範囲を限定することが考

えられる．公共交通は需要密度によって効率性が決まる

ため，一定以上の集落人口を供給対象とすることはサー

ビスの特性に合致する．住民に対しては，生活支援交通

を享受したい場合は一定以上の人口を持つ集落への集住

を勧めるメッセージとなり，これは立地政策の役割も持

つようになる． 

利用者数や収支率によって供給範囲を限定することと

の違いを述べる．利用者数や収支率は，自治体や事業者

が設計するサービスの使いやすさに依存するため，住民

側がコントロールできない性質を持つ．このことは，住

民に居住の自由があることとの関係で供給範囲を限定し

ようとすることと符合しない．また，利用度と必要最低

限度が異なるという問題もある． 

(5) 公共交通分野における協議の場の意義 

公共交通サービスは，一般的なネットワーク産業のユ

ニバーサルサービスとは異なるいくつかの特殊性があり，

このために，協議の場の存在意義がある． 

a) ミニマムサービスを個別具体的に特定する場として 

公共交通が一般的なユニバーサルサービスと異なるの

は，サービスの多様性が大きく，画一的な対応がなじみ

にくい点である．例えば，高校の始業時間に5分間に合

わないバスは供給する意味が無い．したがって，自治体

が定めたミニマム水準のもとで，さらにどのサービスを

存続対象とするかを個別具体的に特定する必要がある．

この時，地域の事情を十分に踏まえた決定を行うために，

協議の場の意味がある．この点を指摘したものに寺田12）

がある． 

b) 廃止代替対応を円滑に行う場として 

日本においては規制緩和後の公共交通市場は「参入促

進（路上競争）＋空白サービス公共調達」という形をと

っているため，事業者のサービス廃止申請が自治体によ

る対応の契機となる場合が多い．事業者によるサービス

廃止申請の表明，経営と輸送の状況の説明，維持対象サ

ービスの特定，サービス設計，引き受け事業者の選定，

新旧ネットワークのすり合わせなどをまとめて行う場と

して，協議の場の存在意義がある． 

規制緩和時に，a)，b)の趣旨を具現化して制度化され

たのが，道路運送法に基づいて都道府県に設置された

「地域協議会」だといえる． 

c) より良い政策代替案を見出す場として 

公共交通のサービスの多様性が大きいことは，自治体

が効率的・効果的なサービス設計までしなければならな

いということを意味する． 

日本においては需給調整規制時代にもっぱら公共交通

のサービス設計を事業者が担ってきた経緯から，自治体

の公共交通サービス設計能力の発達状況には地域差があ

り，仮に自治体の能力がまだ不十分な場合には，経験を

有する事業者と協力することが有効な場面がありうる． 

また，既存事業に補助を与えたり，隣接地域で営業す

る事業者にわずかな補助を与えたりすることで安価に必

要なサービスを確保できる場合もある． 

これらのことから，自治体がより良い政策代替案を見

出すために，事業者と協議することの有用性がある． 

d) ネットワークのすり合わせの場として 

 日本においては需給調整規制時代のエリア独占事業者

が形成したネットワークがいまなお地域の公共交通ネッ

トワークの基礎をなしていることが多く，自治体が確保

する公共交通と商業的に供給される公共交通とのネット

ワークのすり合わせが重要であることも特徴的である． 

ネットワークのすり合わせを行う場として，自治体と

事業者が協議することの有用性がある． 

c)，d)の趣旨を具現化した協議制度が，2006年創設の

道路運送法「地域公共交通会議」だといえる．c)，d)の

趣旨は，国土交通省が設置した地域住民との協働による

地域交通のあり方に関する懇談会13）で述べられている． 

e) 政策水準は関係者協議では決定できない 

生活支援交通領域における協議の有用性は上記のよう

に定式化できるが，協議の有用性を拡大解釈することに

は問題がある． 

個別具体的に確保対象サービスを特定することが必要

とはいえ，一切のミニマム基準を持たずに協議すること

は，場当たり的な意思決定とならざるを得ない．ミニマ

ム基準と個別具体的協議のすり合わせが重要である． 

また，どの種類のサービスをどの水準で確保するのか

というミニマムの政策水準は，徴税権と投票機構を持つ

各級政府を通した社会的意思決定によって決定すること

が本道であり，私企業を交えた関係者協議では決められ

ない性質の問題である． 

(6) 不採算な公共交通の中の異なる領域 

「地域公共交通」とは，その用いられ方を観察すると，

不採算であり公的関与が必要な公共交通を指す地域公共
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交通活性化再生法上の行政用語であるといえる．都市部

の公共交通と低密地域の公共交通を区別していない． 

不採算な公共交通の中には本来，政策課題と政策手

段・依拠すべき経済的概念が異なる領域が含まれている．

従来は研究分野として分化していたが，「地域公共交通」

として行政対象がくくられるようになったのにつれて，

学術的にもその区分があまり意識されなくなってきてい

る．ここで，不採算な公共交通の中の異なる領域を整理

する． 

公共交通を地域の総合行政の手段の一つと捉えた場合

に，まず，都市部と低密地域では公共交通の位置づけが

異なると考えられる． 

手段としての公共交通の固有の意義は，まとめて運ぶ

ことによる交通の効率化と，運転手が乗客の代わりに運

転することによるマイカーを自由に使えない住民への移

動手段提供とが挙げられる．これらは同時に発揮される

こともあれば，どちらかしか発揮されないこともある． 

道路の交通混雑問題とスプロール化による非効率増大

が問題になる都市部では，個別交通から乗合輸送への転

換のための政策介入が求められる．この際に，採算ベー

スの公共交通サービス水準では都市交通の全体最適の観

点から供給過小となり，補助金により公共交通サービス

水準を底上げすることが要請される場合がある．本稿で

はこれを「①都市交通」とする． 

一方，道路の交通混雑問題等が存在しない低密地域で

はマイカー利用がもたらす不都合はほとんどなく，運転

動作の外部化による交通弱者の最低限度の足の確保が問

題となると整理できる．本稿ではこれを「③生活支援交

通」とする（②は次に述べる）． 

一方で，都市交通でもなく，必要最低限度の生活支援

交通でもない不採算公共交通の分野があると考えられる．

それは，中間的な地域における，住民の外出利便性向上

のための公共交通である．本稿ではこれを「②利便性向

上のための公共交通」とする． 

以上をまとめたのが表 1である． 

これらを区別しない場合は，公共交通の活性化（旅客

運送産業の持続性向上）のように，政策目的が最大公約

数的なものとなってしまうおそれがあることに注意が必

要である．  

①～③の違いを詳述する． 

②は，③により確保される必要最低限度の交通を大き

く上回るボリュームのまとまった非充足移動ニーズがあ

り，そこそこの財政支出により「さらに時間的に柔軟な

必需的な生活移動」「娯楽，社交，現役世代の通勤，旅

行などの追加的な目的の移動」を公共交通でカバーする

ことが可能な領域である．主に，一定の人口集積はある

が混雑問題が問題となるほどではない郊外部が該当する．

この領域の公共交通は，効率性や公正では供給水準は決

まらず，住民の求める利便性と公的補助に対する納税者

の受容性限界を折り合わせた行政裁量で供給水準が決ま

ると考えられる．この時，一定の利用度や一定の財務的

効率性（収支，利用者負担割合）を持つ公共交通サービ

スに対して公的負担を行うという政策手法は，政策目的

に対して整合的となる．また，既存サービスを見直して

効率化することで，同じ費用制約の中でより高水準のサ

ービスを確保することも，ただちに政策目的の充足につ

ながり，有意義である． 

以上みてきたように，②の領域では，行政裁量により，  

 

表 1 公共交通政策における領域区分 

政策領域 
主に発揮させる 
公共交通の役割 

政策課題 政策手段 
依拠する 

経済概念 
主な地域 

①都市交通 
まとめて運ぶこ

と 

マイカー過多か

らくる道路混

雑，交通事故，

公害，環境負

荷，都市スプロ

ール化などの諸

問題の克服． 

採算ベースで供給さ

れる公共交通ネット

ワーク・サービスを

公的資金で底上げす

ることにより，マイ

カー利用を削減す

る． 

効率性 
混雑問題の生じ

ている都市部 

②利便性向上の

ための公共交通 

安価に輸送サー

ビスを提供する

こと 

必要最低限度の

交通を大きく上

回る，まとまっ

た非充足移動ニ

ーズの存在． 

一定の利用度・財務

的効率性を持つ公共

交通サービスの公的

負担による確保． 

行政裁量，

費用対効果

に対する納

税者の受容

性限界 

混雑問題の生じ

ていない地域の

うち，郊外部 

③生活支援交通 
代わりに運転す

る人がいること 

マイカーを自由

に使えない住民

の最低限度の活

動機会の確保． 

必要最低限度の活動

機会へのアクセスの

提供（個別輸送の場

合もある）． 

公正 

混雑問題の生じ

ていない地域の

うち，中山間地 
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顕在需要追随型で，既存サービスの改善効率化を積み上

げる形の公共交通政策が正当化できる．それに対して，

①と③の領域は，公共交通の外側で起こっている地域課

題をどの水準で解決するかという政策目的の決定が先に

あり，その次に政策目的を最も効率的に満たす政策手段

として公共交通(あるいはそれ以外の)代替案を採択する

バックキャスト型の公共交通政策が要請される．この点

で，①・③と②の間には考え方に大きな違いがある． 

②と③を区別する必要性について述べる．②は一定の

効率性のある公共交通を確保するという考え方をとるた

め，効率は悪いが必要不可欠な公共交通は存続を肯定で

きず，条件不利地域の必要最低限度の公共交通は確保さ

れないこととなる．一方，②で③を代行するために維持

対象となる効率性水準を下げる対応をすると，効率の悪

い追加的サービスに無差別的に補助をすることとなり，

②の領域で浪費が発生する．これらのことは②と③とで

は根本的に依拠する経済概念が異なることに起因してお

り，両者は切り分けて対応するべきである． 

(7) 小括 

 他分野の生存権保障の到達点をふまえて，生活支援交

通の領域においても，公的部門には同様に，行政の責任

で確保する最低限度のサービス（あるいは活動機会）を

定めることが求められることを明らかにした．一方で，

公共交通サービスはそのサービスの多様性から，画一的

な対応ができず，確保対象サービスの特定の場・より良

い政策代替案を見出す場・異なるネットワークをすり合

わせる場として協議の場の存在意義があることを示した． 

3. 国・自治体の公共交通維持に対する姿勢 

 

 本章では，国・自治体の公共交通維持に対する姿勢を

整理し，考察する．具体的には，国・自治体が持つ公共

交通維持基準から，当該機関の公共交通維持に対する姿

勢を見出す．  

(1) 公共交通維持基準の分類およびミニマム保障との関

係 

公共交通維持基準あるいは公共交通に関する計画目標

は，いくつかの類型が存在する．それぞれと生活支援交

通領域での適用を表 2の通り整理する． 

 

表 2 公共交通維持基準と生活支援交通領域での適用 

分類 維持基準 生活支援交通領域での適用 

A.利用度や財務的

効率性に基づく維

持基準 

 

＝利用度が中位の

サービスを確保し

ようとするもの 

利用者数（1 便当

たり，平均乗車

密度等基準化し

たものを含む） 

⚫ 利用度が中位のサービスを確保する趣旨であるが，利用度と必要

最低限度であるかどうかは一致しないため，ミニマム保障の基準

としては適切ではない． 

⚫ 生活支援交通領域では，地域が不便になることによってトリップ

数が増える場合もあるため（例：スーパーの廃業・高校統廃

合），利用者数の増加・達成が必ずしも社会の望ましい状態を意

味しない． 

収支率 

B.利用度や財務的

効率性に連動しな

い維持基準 

 

＝生活に不可欠な

サービスを確保し

ようとするもの 

住民満足度 ⚫ 効用アプローチと同じ問題を抱えており，生活支援交通領域の依

拠すべき公正概念にそぐわない． 

民間事業者撤退

時の現状維持 

⚫ ミニマム保障水準に関する合意形成や，効率的・効果的なサービ

ス設計の手続きが取られていない． 

公共交通カバー

率 

⚫ 本数の少ない生活支援交通領域では，路線の存否だけではなく，

ダイヤが具体的な活動機会を確保できていることが求められる． 

最低運行回数 ⚫ 本数の少ない生活支援交通領域では，最低運行回数だけではな

く，ダイヤが具体的な活動機会を確保できていることが求められ

る． 

必要最低限度の

標準ダイヤ 

⚫ 具体的な活動機会を確保するような標準的なダイヤを定めるもの

である． 

最低限度の活動

機会 

⚫ 自治体として確保すべき住民の最低限度の活動機会を示したもの

である． 

必要最低限度の

路線・ダイヤを

個別具体的に特

定するもの 

⚫ 自治体として確保すべき住民の最低限度の活動機会に対する潜在

的な認識のもと，明確なサービス維持基準を持たずに，行政機関

が個別具体的に住民に取り必要最低限度のサービスを特定してい

るもの． 
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公共交通維持基準は，利用度が中位のサービスを確保

しようとするもの（表中 A）と，生活に不可欠なサービ

スを確保しようとするもの（表中 B）に大別できる．さ

らに，表中Bにおいては，画一的な基準を設けるものと，

明確な基準は設けずに具体的なサービスを行政が特定す

るものとに分けられる． 

生活支援交通を供給する目的は，最低限度の活動機会

の確保にある．そのため，確保すべき最低限度の活動機

会を定めることが，行政として確保すべきミニマム基準

のあり方として理想的である．同時に，実際の生活支援

交通の確保の行政活動においては，確保すべき最低限度

の活動機会を，より具体的な「標準的な運行ダイヤ」な

どに読み替えることも有用だと考えられる．必要最低限

度の路線・ダイヤを個別具体的に特定することも，自治

体として確保すべき住民の最低限度の活動機会を侵さな

いように運用できている限りは，肯定されると考える． 

(2) 国の生活交通維持に対する姿勢の展開 

国の補助制度は，歴史的に見ても，ナショナルミニマ

ムを守るようには設計されてきていない． 

a) 需給調整規制時代の地方バス路線維持費補助制度 

平均乗車密度 5－15人のバスサービスを公共補助の主

な対象としていた．遠隔地の最低限度のサービスを確保

しようとするものではなく，利用度が中位のサービスを

補助対象としてきた．このことを指摘したものに寺田14）

がある． 

同時に，平均乗車密度5人という下限は，運輸省の行

政の枠内で不採算な運輸事業を守る行政活動の輪郭とし

ての意味もあり，それを下回るサービスについては市町

村の役割とされ，地方財政措置が次第に拡充された． 

b) 需給調整規制廃止後の越境バス路線国庫補助制度 

需給調整規制廃止にあたって，地方バス路線維持の責

任分担は大きく変更され，市町村内完結路線については

市町村が責任を持つものとし，国庫補助の対象は市町村

境越境の平均乗車密度 5－15人の路線に限定された． 

議論の過程では，広域的，幹線的な輸送サービス類型

の維持がナショナルミニマムだとされたが，これは本来

のナショナルミニマムの意味（国民があまねく享受でき

る最低限度のサービス）とは異なり，ネットワーク産業

の広域対応において利用度が中位の越境サービスの確保

を国の役割としたことを「ナショナルミニマム」と称し

たものと解釈できる． 

c) 需給調整規制廃止後の地方バス向け特別交付税措置 

需給調整規制廃止後のセーフティネットとして大きな

位置づけを与えられたのが地方バス向け特別交付税措置

である．市町村が維持する生活交通に対して，市町村の

負担額の8割が特別交付税で措置された．ただし，この

ような定率の特定補助に相当する仕組みは，「裏負担」

の負担能力が高い，財政力に恵まれた自治体に有利であ

り，「裏負担」が負担しきれない自治体には十分な支援

となっていないことが指摘されている（山本15））．自

治体の支出意向に依存して財政支援対象を決定する趣旨

であり，ナショナルミニマムを守る制度趣旨とは必ずし

もなっていない． 

d) 地域内フィーダー交通国庫補助 

国土交通省は，地域間幹線系統国庫補助と地域内フィ

ーダー交通国庫補助の組み合わせにより生活交通を守ろ

うとしていると説明することがあるが，地域内フィーダ

ー交通の補助対象に「新規性要件」があることが示すよ

うに，本補助制度の本来の趣旨は地域間幹線系統に対す

る外形規制の緩和（路線を組み替えた場合でも国庫補助

を継続する）である．ナショナルミニマムを守るように

はできていない． 

また，多くの場合，補助要綱の算定額とは関係なく，

予算見合いで事後的に決まる自治体ごとの配分上限額に

よって補助額が決まっている実態があり，補助要綱に定

めた制度趣旨が発揮できていない． 

e) 交通政策基本計画 

これまで2回の交通政策基本計画が策定されているが，

そのいずれにも，国として確保したいと考える最低限度

のサービスの定義は明らかにされていない． 

f) 地域公共交通の活性化及び再生の促進に関する基本方

針 

運転のできない学生・生徒，高齢者，障害者，妊産婦

等の移動手段の確保が重要であるとの見解が示されてい

る． 

一方で，「公共交通のみでは移動ニーズに対応しきれ

ない場合には，スクールバスや福祉輸送，商業施設の送

迎サービスなど地域の輸送資源を総動員」することを求

めているように，行政が担っているミニマム保障の範囲

を現状から動かさないことを前提にしていると解釈でき

る．今あるサービスや資源制約を組み替えてでも，本来

あるべきミニマムを満たすという方針にはなっていない． 

(3) 自治体の生活交通維持に対する姿勢 

自治体の生活交通維持基準について，いくつかの既存

資料から考察する． 

国土交通政策研究所16）が 2018 年に全国 509自治体か

ら集めた調査結果によれば，4 割の自治体が自治体運営

バスの運行・導入時の目標設定を行っており，運行開始

後の具体的な評価指標としては多いものから「利用者数

の目標値に対する達成度」を採用する自治体が 74.3%，

「乗合率の目標値に対する達成度」が同 23.6%，「収支

率の目標値に対する達成度」が同 16.0%等であった．た

だし，運行後の評価といったときに，内部的な事業効率

の改善を目指した評価と，存廃基準とが混在していると

考えられる点には留意する必要がある（住民との関係で

は最低限度のサービスを維持するポリシーはあるが，行 
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表 3 自治体が採用している公共交通評価基準 

 
 

政としての改善ポリシーとして利用者数目標も有すると

いったパターンが考えられる）．また，この調査は無作

為抽出調査ではない． 

地方行財政調査会17）が 2022年に全国 210 の市から回

答を得た調査は，個票データが開示されており，より詳

細な考察が可能である．抽出方法は明示されていない点

に注意が必要である．本調査でわかることは，評価基準

を設けている自治体は 60%で，具体的内容としては，

多いものから「利用者数」39%，収支率（存廃基準）

20%である（表 3）．本調査の個票を集計するにあたっ

ては，収支率が目標に達しない場合にサービスを見直す

としているものを「存廃基準」，サービスの見直しに言

及しないものを行政内部の改善努力目標とみなして「努

力目標」と区別を試みている．評価基準を持つ自治体の

割合は，自治体区分が上位になるほど多くなること，収

支率(存廃基準)を評価基準として採用する自治体の割合

も，自治体区分が上位になるほど多くなることが見て取

れる． 

今一つ，自治体の公共交通維持に関する姿勢として指

摘できるのは，住民に責任を分担させようとすることで

ある．これについては既存の定量的な調査はないが，少

なくない公共交通計画は「地域が主役となって育てる，

持続可能な公共交通」(例：浜松市18）)，「市民の役割：

地域住民の主体的な参画のもと，創意と工夫をこらし，

地域の特性に合った交通システムを創り，支えていく仕

組みを整え（る）」(例：山口市19）)などとして，住民主

体を謳うことで，住民に責任を分担させる方向性を持っ

ている． 

また，交通空白地域の移動手段の確保において，地域

住民の発議に委ねる政策をとっている自治体が大都市近

郊に多い（こうした政策に基づいている市町村発行のガ

イドラインを収集したものに地域公共交通勉強会20）が

ある）． 

以上みてきたように，評価基準として利用者数や収支

率を採用する自治体が多いこと，少なくない自治体が住

民に責任を分担させる考え方をとっていることが，自治

体の公共交通維持に関する姿勢として指摘できる． 

(4) 自治体の生活交通維持に対する姿勢の解釈 

評価基準を持っている自治体の多くが利用者数や収支

率の「利用度」「効率性」を基準に採用していることは，

②利便性向上のための公共交通の領域に対応した政策を

採用していることを意味する．③生活支援交通に適応し

た，最低限度のサービス基準を有している自治体はほと

んどない． 

③生活支援交通においては，最低限度のサービス基準

に準拠するか，住民生活にとって不可欠な公共交通を個

別具体的に特定することが求められる． 

表 3において，自治体区分が下位の自治体は評価基準

を持っていない割合が増えるが，そうした自治体の中に

は，画一基準に依らず，住民生活にとって不可欠な公共

交通を個別具体的に特定するポリシーの自治体が含まれ

る可能性もある． 

③生活支援交通において本来求められる，最低限度の

サービス基準の策定や，住民生活にとって不可欠な公共

交通の特定は，学術研究の実務への還元がまだ十分に行

われておらず，自治体にとっては難しい任務である．特

に，住民のトリップパターンが単純な地方部の少人口自

治体においては行政裁量により生活にとって不可欠な公

共交通を個別具体的に特定することがまだ容易だが，人

口が多くトリップパターンが複雑な自治体においては，

それが難しい．このために，人口が多い自治体において，

ミニマムを直接特定する代わりに，「利用度」や「効率

性」を代理指標として維持対象を決定する行動をとって

いる可能性がある． 

住民に責任を分担させようとすることも，自治体がミ

ニマムを特定することに難しさがある中で，まとまった

数の住民が対応に乗り出さざるを得なくなることを代理

指標・目印として自治体が確保すべき公共交通を特定し

ようとしていると説明できる． 

住民主体を謳う事例の中には，自治体がサービス設計

を行うよりも，住民にサービス設計を委ねたほうがきめ

細かく効果的なものができるという観点から，行政サー

ビスの企画部分を住民に分担させていると説明できるも

のもあると考えられる． 

このように，③生活支援交通の観点に基づけば，利用
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度や効率性を評価基準とすることや住民に責任を分担さ

せることは，ミニマムを特定することが難しい中でのや

むを得ない代理指標としての意味に過ぎない．しかし，

このことが意識されなければ，利用度や効率性が低いが

生活に不可欠な公共交通が維持されなかったり，住民に

責任が転嫁されて自治体のミニマム確保の役割が不明確

になったりする恐れがある． 

(5) 小括 

国の公共交通維持政策は，ナショナルミニマムを守る

ような制度設計にはなっておらず，自治体にミニマムを

守らせる制度設計にもなっていない． 

自治体の公共交通維持への姿勢は，一定の利用度や効

率性がある公共交通を維持するというものや，住民が責

任を負担するものを支援するといったものが多く，ミニ

マム確保の役割に対応した政策体系を構築できていない．

利便性向上を目的とした公共交通政策体系が支配的とな

っている． 

4. 公共交通維持に関する学説の展開 

 

規制緩和後 20 年以上を経て，自治体の公共交通維持

に関する姿勢は，利便性向上を目的としたものが支配的

な一方，ミニマム確保に対応した姿勢を取れている自治

体は少ない．国も同様である．この背景には，規制緩和

後の学説の展開があると考えられる．本章では，規制緩

和後の自治体の公共交通政策や，地域公共交通活性化再

生法に基づく行政に影響を与えた主な学説について，

2(6)で言及した「不採算な公共交通の中の異なる領域」

に着目しつつ，③生活支援交通領域に照らしてその展開

を整理・考察する． 

(1) コミュニティバスの流行と非効率なコミュニティバ

スへの問題意識の高まり 

規制緩和後の，自治体の取るべき交通政策に関する研

究は，学説に先行して起こったコミュニティバスの流行

と，非効率なコミュニティバスへの問題意識の高まりに

よって始まった． 

2000 年代前半までに多くの自治体が「コミュニティ

バス」を導入した（国土交通省近畿運輸局21），国土交

通省中部運輸局22），国土交通省23））．武蔵野市のムー

バスをきっかけに，コミュニティバスブームと指摘（土

木学会24））される流れが起こった． 

コミュニティバスの導入が進んだ背景として，2000

年以前の国の補助制度が市街地部分を補助対象から外し

ていたために，（都市郊外のバスが手薄となるように）

バスネットワークに歪みが生じたが，この歪みに耐えき

れなくなった自治体が次々に自主運行路線を運行開始し

たことがある（寺田25））．また，特別交付税の算定に

おいて，新線を不利に扱わない措置が取られたことがコ

ミュニティバスの増加に拍車をかけた（寺田26））．す

なわち，規制緩和と財政的分権化による自治体の選択肢

増の結果として，「コミュニティバス」ブームが起こっ

た． 

一方，早い段階で，専門家や運輸行政当局からはコミ

ュニティバスへの「反省」や批判が語られる局面が現れ

た．主なものには，鈴木27），前田28），国土交通省中国

運輸局29），国土交通省関東運輸局自動車交通部旅客第

一課30），国土交通省中部運輸局31），国土交通省中部運

輸局32）が挙げられる．2000 年代に語られたコミュニテ

ィバスへの主な反省，批判は次のように定式化できる． 

⚫ 選挙公約，横並び意識による自己目的化した導入 

⚫ 非効率なサービス設計（政府の失敗） 

◼ 見かけ上の地域間公平性を確保するための冗長

な路線網 

◼ 公共施設スタンプラリー的な冗長な路線網 

◼ 過大なサービス水準と輸送成績の低さ 

⚫ 自治体が非効率だが安価なサービスを漫然と供給

することによる民間独立採算事業の圧迫 

当時の学界や国の姿勢として，コミュニティバス＝自

治体運営バスの費用効率の低さに対する問題意識が目立

っていることが指摘できる．すなわち，このころコミュ

ニティバスをめぐって行われていた議論は，「そこそこ

の効率性を持った公共交通」の実現が出発点となってお

り，「あるべき地域像」を出発点にして「それに対して

最も効率的な政策手段」を構想するという考え方では必

ずしもなかった． 

2008 年当時の国の典型的認識を示す国土交通省中部

運輸局33）においても，問題意識は「公共交通サービス

の外形」に偏重しており，公共交通の外側の地域課題は

明示的には述べられていない． 

一方，自治体として確保すべき住民のミニマムな活動

機会が保障されているかどうかという観点の研究の潮流

もあったが（4(5)で述べる），主流にはならなかった． 

こうした中で，費用効率的でない安易な自治体運営バ

スの存在に政策課題を見出し，それを費用効率的に改善

効率化する取り組みを政策手法として追求するという政

策の仕組みが提案されてきた． 

(2) コミュニティ主導の取組に対する期待の高まり 

2000 年代の議論では，コミュニティバスが政治的意

思決定の影響を受けることに対する批判的見解も提唱さ

れた．例えば鈴木34）はコミュニティバスの欠点として

「政治の道具になりがち」という点を挙げる．加藤35）

は政治的意思決定の影響を受けるコミュニティバスを

「政治路線」であり「アリバイ路線」だとし，「『ある

こと』が大事」という存在が自己目的化した非効率なサ
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ービスが温存される仕組みを批判する． 

不採算なミニマムサービスのサービス内容は通常，財

政負担を行う自治体が決定することとなるが，2000 年

代以降の公共交通分野の学説においてはそれが否定的な

評価をされた．政治的意思決定の代わりに提示された方

策の一つが，自治体未満のコミュニティ主導の取組であ

る． 

公共交通分野においてコミュニティ主導の取組を最も

早い段階で規範的立場から評価したものとして，寺田36）

がある．一般論として，政府部門は効率性に劣る．した

がって，類似の環境で事業を実施した場合，民間（市場

メカニズム）・コミュニティ主導のサービスと自治体主

導サービスとでは，効率性に大きな差がつくことが予想

される．2000 年代以降，一部地域で起こったコミュニ

ティ主導の取組が，その高い輸送成績・政策効果により

注目を集めた．2000 年代に注目されたコミュニティ主

導の取組は次のようなものが挙げられる． 

⚫ 青森県鰺ヶ沢町の地域住民参加型路線バス（鈴木
37），寺田38），湧口39）） 

⚫ 鈴鹿市C-bus（白塚山40）） 

⚫ 生活バスよっかいち（加藤41）） 

⚫ 醍醐コミュニティバス（中川42），交通まちづくり

研究会43）） 

⚫ 住吉台くるくるバス（森栗44）） 

国もコミュニティ主導の取組を高く評価した（国土交

通省45））． 

有償（あるいは無償）の非営利ボランティア運送であ

る「移動サービス」（法令上の自家用有償旅客運送（市

町村運営を除く））を推進する運動・政策や研究もこの

分野の一潮流と位置付けられる（例えば，竹内・吉田・

猪井46））． 

コミュニティ主導の取組は効果的であり，それ単体で

は非の打ち所がないことから，好事例として取り上げら

れやすい．しかし，コミュニティ主導の取組の効果と限

界を確認する必要がある．同じ条件の下では，コミュニ

ティ主導の取組の方がかなり優れた成果が実現できるの

は，理論上も実践上も明らかだと考えられる．しかし，

湧口47）が，不採算な公共交通の自発的供給は，人々が

互恵性や利他主義を持つ場合，あるいは供給の不確実性

を回避する選好を持つ場合に成功すると定式化したよう

に，コミュニティ主導の取組が全地域全場面でできるわ

けではない．  

したがって，コミュニティ主導の取組の価値は認めつ

つも，行政が最低限果たすべきミニマム確保の役割を住

民に肩代わりさせることを正当化する方向で利用するこ

とは避けなければならない．自治体の「コミュニティ主

導の取組依存」への批判としては大野・加藤ら48）があ

る． 

また，コミュニティ主導の取組として称揚される事例

の中には，「行政の補助金が前提となっているもの」

「ほぼ独立採算が成立しており，事実上事業者のマーケ

ティングを住民が代行したもの」「少なくない経費を行

政が負担して外部からの支援者（アドバイザーやコンサ

ルタント）を招聘しているもの」が存在しており，その

すべての成果が「コミュニティ主導」の成果であるかは

慎重な吟味が必要である． 

(3) 地域の努力・輸送成績を公共交通維持の要件とする

考え方の出現 

政治的意思決定を経て公共交通のサービス内容を決定

することに否定的評価が下されたことを受けて学界から

提起された方策の第 2に，地域の努力・輸送成績を公共

交通維持の要件とする考え方がある． 

コミバスブームの開始からしばらくして，少なくない

自治体が，導入目的が不明確で輸送成績の悪いコミュニ

ティバスを持て余すようになった．前述のように，国土

交通省や交通専門家も「効率の劣るコミュニティバスの

サービス設計」に対する問題意識が強かった．コミュニ

ティ主導の取組への強い期待感があった． 

これらを受けて，コミュニティバスの存廃判断におい

て，「地域の努力と輸送成績を目安にする」という考え

方が提示され始め，少なくない自治体がこの考え方を採

用した．「行政が一方的に作り与える仕組みから，地域

のみんなでつくり，支え，育てる仕組みへ」といったキ

ャッチフレーズが典型的である（松戸市49），国土交通

省中部運輸局50）など）． 

公共交通維持の責任を自治体より下位の地域社会に委

ねる考え方の起こりは，山口市51）の報告書に求められ

る．その起草にかかわった鈴木52）が，背景となる考え

方を次のように記している． 

⚫ 行政が一方的に考え，つくったコミュニティ交通

を与えても現実のニーズに合わないケースが多い 

⚫ 漫然と赤字の部分を 100%行政が補助する仕組みで

は誰も何も考えず工夫もしない 

⚫ 地域のことは地域の人たちが主体的に考え，自ら

作り上げれば本当のニーズも満たし，自分たちの

交通として利用促進にもつながる 

⚫ 行政がやるべきことと地域がやるべきことの役割

分担と責任範囲を明確に～基幹交通は行政・事業

者が整備 

⚫ 一生懸命取り組んだ地域に対し行政が一定の支援

をする仕組み 

⚫ 継続と支援には基準を設定～収支率と乗車率に一

定のラインを設け一定の期間の中で達成に向け努

力 

このような，「地域の努力を前提とした路線維持」と

いう考え方は，コミュニティ主導の取組への期待感と相

まって，末端部の公共交通維持の責任を住民に切り離す
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論拠として，少なくない自治体に受容された．「自治体

が責任を負わなくてよい末端部の公共交通」を指す言葉

として，コミュニティ交通，地域内交通，地域交通など

のラベルが用いられる．ただし，この考え方を受容した

自治体は，目的の不明確なコミバスを抱えていた都市郊

外部の自治体が多い．「生活の足」であることが明確で，

廃止路線の代替運営を行ってきた過疎地の自治体は，自

治体運営バスを運営し続けることを自らの役割として自

覚していることが多い（3(4)参照）． 

地域の努力・輸送成績を公共交通維持の要件とする考

え方は，あくまで「公共交通を維持する責任」という捉

え方にとどまっており，条件不利地域の住民の最低限度

の福祉をどのように守るべきかという問題に対応してい

ない．利便性向上のための公共交通について，「地域が

責任を負うべき」「一定の輸送成績が無ければ廃止すべ

き」という考え方は肯定されうるが，ミニマム確保のた

めに必須な公共交通に適用するべきではないと考えられ

る．地域の努力・輸送成績を公共交通維持の要件とする

考え方に対するミニマム確保の観点からのまとまった批

判としては，喜多53）がある． 

鈴木54）はまた，必要最低限度のサービスについて，

「本当に必要なものなら地域のみんなでつくり支えるこ

とが必要」「行政や他人を当てにする意識からの脱却」

「地域バス交通を自分の問題としてみんなが責任を分担

して守るからこそ『社会インフラ』」と述べる．しかし，

交通弱者は通常少数派であり，地域社会において公共交

通の確保に高いプライオリティが与えられる保障はない．

また，一般的なミニマムサービスは，社会的合意形成に

よって確保することが常道であり，受け手が獲得のため

に努力し続けることが求められる性質のものではない．

ミニマムサービスにおいても最も効率的な方策を採択す

る必要はあるが，住民に責任を負担させることで非効率

なサービスの出現を回避するという考え方は，ことミニ

マムサービスに関しては主客が転倒していると考えられ

る． 

(4) 「協議の場」での「関係者の話し合い」を重視する

立場の出現 

政治的意思決定を経て公共交通のサービス内容を決定

することに否定的評価が下されたことを受けて学界から

提起された方策の第 3に，「協議の場」での「関係者の

話し合い」を重視する立場がある． 

2006 年に創設された，道路運送法の「地域公共交通

会議」の制度は，この考え方の具現化である．その趣旨

について加藤55）は「単に自治体の要請に基づくという

のでは不十分で……「住民・自治体・事業者がとことん

話し合って，必要かつ持続可能な公共交通サービスを実

現するプロセス」を経た運行計画で」あることを自治体

に求めるものと明らかにしている． 

国の地域公共交通活性化再生行政も，地域の関係者に

よる協議を，自治体がとるべき政策の基本としている．

「協議の場」での「関係者の話し合い」を重視する仕組

みの趣旨に関する早い段階での説明としては国土交通省

中部運輸局56）があり，自治体だけでは非効率なサービ

ス設計となるので，既存事業者や地域住民を入れて一所

懸命に議論することで適材適所の効果的な公共交通サー

ビスを創出することをめざすべきという考え方だといえ

る． 

この考え方には，さらにいくつかの重要な特徴がある．

ひとつに，関係者の地位は対等であることが強調される．

国土交通省中部運輸局57）は，「地域公共交通の運営の

中核を担う市町村担当者，交通事業者，地域住民などの

関係者はいわば「共同経営者」」だとする．次に，全員

一致が理想とされる．国土交通省中部運輸局58）は，

「一部の委員が反対している案については，その内容や

実施方法について何らかの問題を抱えている可能性が高

い」とする． 

こうした，「協議の場」での「関係者の話し合い」を

重視する立場は，2(5)で示した公共交通分野における協

議の場の意義を具現化したものだといえる． 

一方で，協議の意義が拡大解釈されている傾向も強い．

寺田59）は，「一般に地域交通の活性化策などを論じる

とき，利害対立関係にある主体同士が，あたかも簡単に

協力関係を築けるかのように述べることが多い．しかし 

QBP （引用注：イギリスのバス品質協定）の教訓では，

コミットメントに基づいた繰り返しゲームのみが可能な

のである」と指摘する．また，協議により交通計画を決

定する仕組みについて，寺田60）は，自治体と交通事業

者の利害が一致した場合に限って計画が策定・実施され

るものだと指摘する．すなわち，利害関係の異なる私企

業や，地域からの政治的プレッシャーを浴びにくい国や

広域行政当局などの幅広い関係者が入った協議の場は，

より良い政策選択肢を見出して採択する場としては有効

だが，政策目的と達成水準・必要経費については，徴税

権と投票機構を持つ自治体にしか決定できない性質のも

のである． 

また，需給調整規制廃止後も参入促進が不十分でエリ

ア独占的な産業構造が残っているもとでは，協議のみに

よる政策決定は既存事業者の許可権益への配慮を含むも

のとならざるを得ない可能性が高い． 

(5) 「活動機会の保障」との問題設定でミニマム保障の

方法論を研究した流れ 

土木計画学の分野では，「活動機会の保障」との問題

設定で，公共交通を用いたミニマム保障の方法論を研究

した流れがある．谷本・喜多61）らの一連の研究成果が

該当する．その計画方法論は国際交通安全学会62）にま

とめられている．また，その政策面での主張は喜多63）
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にまとまっている．この潮流では，「社会資本としての

地域公共交通」という言葉が掲げられ，地域公共交通は

社会資本であり，社会的意思決定によりサービス水準を

決めることの重要性が説かれる．また，実際にそのため

の活動機会指標が開発・提案されている． 

一方，「社会資本としての地域公共交通」という考え

方は，まとまった需要がある都市郊外部において，自治

体が利用度や財務的効率性を目安に行政裁量で供給する

タイプの公共交通を度外視している．社会資本ではなく，

行政裁量で供給する追加的な住民サービスとして公共交

通確保に取り組んでいる自治体にとっては，現実的な処

方箋として認識されなかった可能性がある． 

5. 政策領域の違いに着目した学説の考察 

 

2(6)において，不採算な公共交通の中には，①都市交

通②利便性向上のための公共交通③生活支援交通という

異なる領域があることを示し，それぞれ政策課題・政策

手法・依拠する経済概念が異なることを示した． 

4 章で整理した公共交通維持に関する学説の展開を，

不採算な公共交通の中の領域の違いに着目して考察する． 

(1) 政策領域の交錯の進行 

地域公共交通の行政概念が成立する以前は， ①に対

応する都市交通研究と③に対応する生活交通研究は別分

野であった．2000 年代に，非効率なコミュニティバス

への対応を起点として，②に対応する効率的なコミュニ

ティバスの作りこみに関する学説が発達した．2004 年

に，今日につながる，公的関与が必要な近距離公共交通

を意味する「地域公共交通」という行政用語が出現した

（国土交通省64））．ここにおいて，多くの論者が国の

「地域公共交通」という領域設定を支持・採用した．竹

内65）は，①の領域の都市公共交通政策の意味合いで

「地域公共交通」概念を採用した．LRT 敷設推進の運

動団体も同様である（エコエネルギーによる地域交通シ

ステム推進協会66））．加藤67）や鈴木68）は，②の領域の

自治体運営バスを含む公共交通ネットワークの改善効率

化の意味合いで「地域公共交通」概念を採用した．喜多
69）は，③の領域のミニマム保障のための最低限度の公

共交通の意味合いで「地域公共交通」概念を採用した． 

このようにして，2010 年頃までに，複数の異なる領

域を対象とする学説が一つの行政領域を共有する状況が

生まれた． 

一方，同時期に事業仕分けにより地域公共交通活性

化・再生総合事業が見直し判定を受けると，国は 2011

年に，地域公共交通活性化再生法に基づく行政を，従来

の「領域に関わらず頑張る地域への初期費用と調査費の

支援」から，「ミニマム確保のために，創意工夫を促進

する」趣旨の仕組みに変更した．この中で，自治体に対

して推奨する政策手法としては②の領域の方法論が採用

され，①と③の考え方は事実上国のガイドラインから姿

を消すこととなった． 

国の「地域公共交通」概念が内包する政策方法論は大

きく変容（局限化）したが，従来①～③のすべての領域

が「地域公共交通」概念を共有していた経緯から，この

変化は学界内であまり意識されてこなかったと考えられ

る．この結果，地域公共交通という行政概念が学術界に

直接導入されているために，不採算な公共交通の中の領

域の違いがあまり認識されないまま学術研究が進んでき

たことが指摘できる．こうした中で，個々の領域では適

切な立論が他の領域と交錯することにより問題が起こっ

ていることを述べる． 

(2) 政策が現状維持的となっている問題 

4(1)～(4)で整理した，「費用効率的でない安易な自

治体運営バスの存在に政策課題を見出し，それを費用効

率的に改善効率化する取り組みを政策手法として追求す

る」「コミュニティ主導の取組への期待」「地域の努

力・輸送成績を公共交通維持の要件とする考え方」

「「協議の場」での「関係者の話し合い」の重視」の学

説は，いずれも，②の領域に対する政策対応としては適

切なものである． 

4(1)～(4)の学説・政策においては，資源制約を所与

の前提としたままで，最大公約数的な「公共交通の活性

化」に政策目的が置かれるが，これも②の領域では，公

共交通の改善効率化により同じ財源制約の下では政策ア

ウトプットが直ちに向上するため，有意義である． 

4(1)～(4)の学説は，4(2)で明らかにした通り，自治体

による政治的意思決定への信頼が低い．このために関係

者協議により政策決定を行うことを好むが，そのために

自治体にしか決定できない性質の「政策目的と達成水

準・必要経費」の検討が不十分となる傾向がある．サー

ビス水準が行政裁量で決まる②の領域では，むしろ必要

経費を変えないことが依拠すべき規準として重要性を持

つので，これは問題にならない． 

しかし，①，③の領域では，自治体は，公共交通の外

部に政策課題を見出して，自治体の責任で「政策目的と

達成水準・必要経費」を採択する必要がある．そのうえ

で，資源制約を変えてでも必要なボリュームの公共交通

を確保するという政策が求められる．それに対して，国

のガイドラインは②の領域の公共交通の改善効率化型の

計画論を推奨しているため，都市交通と生活支援交通の

双方で，現状維持的でないバックキャスティング型の交

通計画が作られづらくなっている． 

(3) 最適なサービス設計を自律的にもたらす財源措置に
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関する検討の必要性 

国のガイドラインや，その根拠となる学説においては，

一所懸命の協議を通して適材適所の公共交通を創出する

取り組みが要請される． 

学術界としては本来，個別的な実践を積み重ねること

だけではなく，第三者的立場から，地域の関係主体がお

のずと適材適所の公共交通サービス設計を選択すること

が誘導できる仕組みを構想することも求められる．学術

研究とコンサルタント（プロデューサー）の立場の違い

である．しかし，現状ではこの点の検討が不足している． 

②と③が区別されず，②が③を代行する趣旨を含む仕

組みの下では，維持基準が無差別的にならざるを得ない

ため浪費的なサービス設計が発生しやすく，個別的な改

善策の立案が絶えず必要とされる帰結となる．それに対

して，②と③を区別したうえで，それぞれに適した財源

措置を整えることで状況が改善できる可能性がある． 

③については，適切なミニマム基準という政策目標を

定めることで，それに必要な最も費用効率的な公共交通

サービス設計代替案の採択が容易になる．さらに，標準

的な必要経費の算定式が開発され，国から自治体，自治

体から地域に対してミニマム確保のための費用が定額で

給付されるようになれば，定額補助の特性から，自治体

や地域は適材適所の効率的サービスを採択する強いイン

センティブが効くようになる．また，現在は国庫補助制

度が中程度の利用度のサービスを対象としているために，

ミニマムサービスを守るために便数を減らしてでも車中

人数を増やす対応を余儀なくされるなど，ミニマム維持

と利用度確保という矛盾する要請の間でぎりぎりの対応

を自治体が迫られている．国庫補助制度のために，③の

領域でも②の領域の手法による対応が余儀なくされてい

るということである．中程度の利用度ではなく，必要不

可欠な交通を対象とした国の財政支援制度とすることで，

自治体の政策対応が円滑化することが期待される． 

②については，③の領域から切り離すことにより，利

用度や効率性の維持基準をそこそこ高いものに設定する

ことが可能になる．無差別的な公的支援による浪費が抑

制され，真に利用度や効率性が高いサービスにのみ公的

支援が行われる状態となるが，このことにより，住民・

地域は適材適所の効率的サービスを採択する強いインセ

ンティブが効くようになる． 

(4) 負担に関する社会的合意形成への貢献の必要性 

4(1)~(4)の学説においては，公共交通に対する公的負

担の納税者の受容性限界を消極的に見積もる見解が示さ

れる．例えば鈴木70）は，行政の財政負担には限界があ

ること，行政の資金に依存することは行政負担のパンク

につながり持続的でないことを強調する．加藤71）は，

公共交通が効率的でなければ，納税者の理解を得ること

が難しいことを強調する．したがって，ミニマムな公共

交通を守るためにも，公共交通の効率性を不断に向上さ

せる必要があるという方針が導き出される． 

②と③が区別されず，維持基準や財源措置において②

が③を代行する趣旨を含む仕組みの下では，維持基準が

無差別的にならざるを得ないため浪費的なサービス設計

が発生しやすく，納税者は補助金付き公共交通の事業効

率に対して疑問を抱きやすい．この状況の下では，公共

交通に対する公的負担の納税者の受容性限界を消極的に

見積もる見解は説得力がある． 

しかし，必要最低限度の生活の足への公的負担に対す

る納税者の受容性限界は，想像されているよりは大きい

と考えるべきである．②と③を切り離し，③の部分に関

して正面から社会的相互扶助としてのミニマム水準と費

用負担の代替案を社会に提示し，合意形成を促進するよ

うな研究が求められる．採択されたミニマム水準を達成

するために最も効率的な手段が選択されなければならな

いのは当然のことである． 

(5) 隣接分野との連携回路を回復する必要性 

2(6)において，既存サービスの改善効率化を積み上げ

る形の公共交通政策が正当化できる②の領域に対して，

①と③の領域は政策目的を先に決めたバックキャスト型

の公共交通政策が要請されるため，①・③と②の間には

考え方に大きな違いがあることを指摘した． 

土木計画学は基本的に，目的―手段型の計画体系を想

定した学術体系である．（都市の・道路の・都市鉄道の）

交通計画学も同様である．昨今の「地域公共交通」に関

する研究は，（都市の・道路の・都市鉄道の）交通計画

学の目的―手段型の計画体系を想定した学術体系を必ず

しも共有できておらず，都市交通の領域において公共交

通以外の交通研究と地域公共交通研究が分立する傾向に

あるといえる． 

③の領域についていえば，政府機構による生活保障を

扱う，ナショナルミニマム研究の潮流・社会保障法学・

地方財政学といった学問分野との連携が求められる．現

状の「地域公共交通」に関する研究の少なくない部分は，

③の領域についてミニマム保障という目的設定をできて

おらず，これらの学問領域との連携の回路が十分に確立

できていない． 

6. まとめ 

本論文では，生活支援交通の確保のために果たすべき

自治体の任務に依拠して，不採算な公共交通の中の異な

る領域に着目して，2002 年頃～現在にかけて相互に関

係しながら発展してきた「学説」と「自治体の公共交通

維持に対する姿勢」の展開を跡付けた． 

2 章では，生活支援交通の領域において，公的部門に

は行政の責任で確保する最低限度のサービスを定めるこ
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とが求められることを確認した．一方で，公共交通サー

ビスはそのサービスの多様性から，画一的な対応ができ

ず，確保対象サービスの特定の場・より良い政策代替案

を見出す場・異なるネットワークをすり合わせる場とし

て協議の場の存在意義があることを示した． 

2 章では併せて，不採算な公共交通の中には，政策課

題と政策手段・依拠すべき経済的概念が異なる領域があ

ることを述べ，それは①都市交通②利便性向上のための

公共交通③生活支援交通の3つからなることを示した． 

3 章では，本論文が手掛かりとする「生活支援交通の

確保のための自治体の任務」に照らした時に，自治体の

公共交通維持への姿勢は，一定の利用度や効率性がある

公共交通を維持するというものや，住民が責任を負担す

るものを支援するといったものが多く，ミニマム確保の

役割に対応した政策体系を構築できていないことを複数

の既存調査から示した．自治体が採用している公共交通

維持への姿勢としては，利便性向上を目的としたものが

支配的となっていることを示した．同時に，国の公共交

通維持政策もナショナルミニマムを守るような制度設計

にはなっておらず，自治体にミニマムを守らせる制度設

計にもなっていないことを明らかにした． 

4 章では，規制緩和以降，自治体の取るべき対応とし

て，②利便性向上のための公共交通の領域を想定した，

行政裁量により，顕在需要追随型で，既存サービスの改

善効率化を積み上げる形の公共交通政策・学説が発達し

てきたことを跡付けた． 

5 章では，①都市交通と③生活支援交通の領域は，公

共交通の外側で起こっている地域課題をどの水準で解決

するかという政策目的の決定が先にあり，その次に政策

目的を最も効率的に満たす政策手段として代替案を採択

するバックキャスト型の公共交通政策が要請されるが，

学説と政策の両面でこれらの領域の考え方の違いが十分

に認識されておらず，②の領域の学説・政策が全面的に

適用されているという問題があることを示した．不採算

な公共交通の分野においては，本来は異なる領域が十分

に区別されずに学説と政策が発達してきたという特殊な

経過があることを明らかにした． 

国の不採算公共交通分野の政策指針である地域公共交

通活性化再生の促進に関する基本方針を見ても，運転の

できない学生・生徒，高齢者，障害者，妊産婦等の移動

手段の確保が重要であるとの見解は示されているものの，

資源制約を組み替えてまでミニマム保障に必要な公共交

通の提供を自治体に求めているわけではない．不採算公

共交通の中の異なる領域が区別されない中で，政策目的

が最大公約数的な「公共交通の活性化」に帰着し，自治

体によるミニマムな公共交通の特定と保障という政策目

的が希薄になっているといえる． 

生活支援交通の確保という政策課題に対して，他の分

野のミニマムサービス確保に対する学術研究や政策体系

を取り入れた研究と実践を深化させる必要がある。 
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THE EVOLUTION OF MUNICIPALITIES' ATTITUDES TOWARD 

MAINTAINING RURAL PUBLIC TRANSIT AFTER DEREGULATION  

――THE CONCEPTUAL BLURRING OF MINIMUM GUARANTEE AND 

CONVENIENCE IMPROVEMENT AND THE DILUTION OF POLICY 

OBJECTIVES―― 

HE Le 

After deregulation, the role of ensuring rural public transportation was assumed by local gov-

ernments. If public transportation is positioned as a means of guaranteeing the right to survival by 

local governments, they should identify and maintain the minimum level of public transportation 

necessary for daily life. In reality, however, many municipalities have adopted the idea of main-

taining public transportation that has a certain level of use, based on the income/expenditure ratio 

or the number of users, or the idea of making the efforts of local residents the condition for public 

subsidies. Through an analysis of the policy documents of local governments and the literature of 

experts who have influenced them, this study points out that there is a problem that these discus-

sions have not conceptually distinguished between public transportation for minimum guarantee 

and public transportation for additional convenience improvement, partly due to the limitations 

of the COMMUNITY BUS boom period. This may have diluted the policy objective of municipal-

ities to identify and guarantee minimum public transportation. 
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